
財政比較分析表に用いられる指標の解説 

 

・財政力指数 

標準的な行政費用に対する標準的な収入の割合を表し、市町村の財政力の強弱を示す

数値として用いられます。 

この指数が”１”に近い（又は超える）ほど財政的に豊かである（余裕がある）と言

えます。 

・経常収支比率 

経常的な収入に対して、人件費や公債費といった毎年必ず出ていくお金の割合がどの

くらいになっているかを表し、市町村の財政構造の弾力性を判断するための指標です。 

この値が大きくなればなるほど自由に使えるお金（新規の事業などを行う余裕）がな

くなっていくことになります。 

・実質公債費比率 

平成 17 年度決算より導入された新しい指標で、標準財政規模（標準的な状態で通常収

入される財源の規模）に占める、実質的な借金返済にかかる支出の割合を表します。 

従来の起債制限比率と違い、関連する企業会計や一部事務組合などの公債費なども考

慮して算出するのが特徴で、より実情に見合った公債費負担の状況を表しています。 

・人口１人当たり地方債現在高 

人口１人当たりの地方債（長期の借金）の現在高です。（普通会計負担分） 

・ラスパイレス指数 

地方公務員の給与水準を表すものとして、一般に用いられている国家公務員行政職職

員の俸給を基準（100）として、地方公務員一般行政職職員の給与の水準を表しています。 

・人口 1,000 人当たり職員数 

人口 1,000 人当たりの職員数です。 

・人口 1人当たり人件費・物件費等決算額 

人口１人当たりの人件費や公共施設の維持管理費などに要する経費です。 

・類似団体 

「人口」及び「産業構造」により全国の市町村を 35 のグループに分類した結果、同じ

グループに属することとなった市町村を言います。当市は「Ⅱ－０」のグループに分類

され、当市を含めて全国 48 市が類似団体となっています。 



歳出比較分析表の解説 

 

歳出比較分析表は、今回から追加された新たな表です。財政比較分析表のうち「経常収

支比率」を構成する各項目について、通常見込める収入（経常一般財源）からどの程度を

充てているかを表しています。 

過去からの推移を項目別に分析することにより、当市の経常収支比率が高い（92.0%）原

因の究明や課題の洗い出し、今後の対策などに役立てます。 

 

・特 徴 

①「経常収支比率の分析」「人件費及び人件費に準ずる費用の分析」「公債費及び公債費に

準ずる費用の分析」「普通建設事業費の分析」の 4表に大別して分析。 

②当該団体における各指標の過去 5か年の推移及び同指標の類団平均値を掲載。  

・経常収支比率の分析 

人件費、物件費、扶助費、公債費、補助費等、その他、公債費以外の項目別に経常収支

比率（経常一般財源に占める割合）を掲載し、類似団体平均値との比較する。  

・人件費及び人件費に準ずる費用の分析 

人口１人当たり決算額、同類団比較、当該団体決算額等を掲載し、類似団体平均値との比

較する。 

・公債費及び公債費に準ずる費用の分析 

実質公債費比率の構成要素について（一借利子、一部事務組合の地方債へ充当された負

担金、債務負担行為のうち公債費に準ずるもの 等）内訳を詳細に記載し、類団平均値と比

較する。  

・普通建設事業費の分析 

人口１人当たりの普通建設事業費等を掲載し、類団平均値と比較する。 


